
担当 ふ り が な こうしゅう　てつや

担当者名 甲州　哲矢

都 市 交 通 課

電　　話 671-3853

1 案 件 名

2 履 行 場 所

3 履 行 期 間 令和７年４月１日から令和10年３月３１日まで

4 契約の区分 　確定契約 （特記仕様書による条件付き。）

5 その他特約事項

6 現 場 説 明   不要

  要 （　　月　　日　　時　　　分　　場所　　　　　　　）

7 案 件 概 要 　通路の管理費用の一部に充てるため、横浜駅みなみ通路において

広告掲出を行い、広告料の歳入を図る。

　特記仕様書のとおり。

横浜駅みなみ通路広告掲出

西区高島二丁目25－１（横浜駅みなみ通路）

■

□

設　　　計　　　書

　平成29年度　　一般会計歳入　22款５項10目　諸収入　雑入　都市整備費雑入

受付
番号

連絡先
都 市 整 備 局

金額抜き



8 部分払 □ 　す　る （　　　回以内）

■ 　しない

内訳

消費税等相当額 ￥

広告料金額 ￥

￥広告料

部分払の基準

業務内容
履　行
予定月

単位 単　　価数量 金　　額



形状・
寸法等

広告料（税抜年間固定額）
1 式

広告料　計 1 式／年

消費税等相当額 1 式／年

広告料金額　合計 1 式／年

※概算数量の場合は、数量及び金額を（　）で囲む。 内 訳 書

　歳入

　詳細は特記仕様書のとお
り。

摘　要名　　称 数　量 単位
単　価
（円）

金　額
（円）



横浜駅みなみ通路広告掲出 特記仕様書   

 

１ 目的 

  本特記仕様書は、横浜市の施設である「横浜駅みなみ通路」に、事業者が民間企業等の広告を掲出する

業務の取扱いについて定める。 

 

２ 広告掲出場所 

  広告を掲出できる場所は、次のとおりとする。 

（１）所在 横浜市西区高島二丁目２５－１（横浜駅構内みなみ通路） 

（２）掲出可能箇所等 案内図、柱位置図、平面・断面図及び現地写真のとおり。 

（３）掲出可能範囲 （２）で指定した柱11本の柱の周囲とする。 

 

３ 履行期間 

  広告を掲出できる期間は、令和７年４月１日から令和10年３月31日までとする。 

 

４ 広告掲出用機材設置等に関する協議 

  事業者は、広告掲出用のポスターボードやデジタルサイネージ等の機材を設置する場合又は設置した機

材を変更する場合は、通路の通行や防火シャッターの開閉等、通路機能の妨げとならないよう留意し、そ

の仕様、電気配線、施工管理方法、実施体制及びスケジュール等について事前に横浜市と協議を行い、承

認を得なければならない。 

 

５ 広告主及び広告内容 

（１）事業者は「横浜市広告掲載要綱」及び「横浜市広告掲載基準」の規定に反してはならない。 

（２）事業者は広告主並びに広告内容及びデザインについて、横浜市の承認を得なければならない。 

（３）事業者は広告主の選定及び広告内容について周辺の美観及び公共性に配慮しなければならない。 

 

６ 広告料 

（１）事業者は、広告の掲載件数にかかわらず、履行期間中、毎年４月１日から翌年３月 31日までの間ごと

に、落札金額並びに消費税及び地方消費税を広告料（施設使用料を含む。）として横浜市に納入するも

のとする。 

（２）事業者は、（１）に定める金額の他、毎年４月１日から翌年３月 31日までの間ごとの広告の総販売額

（税抜）が落札金額の２倍を超えた場合、超過販売額（税抜）の 50％にあたる金額（１円未満の端数が

ある場合はその端数を切り上げるものとする。）並びに消費税及び地方消費税を追加の広告料と横浜市

に納入するものとする。 

（３）事業者は、（１）及び（２）に掲げた広告料を、横浜市の発行する納入通知書により、指定された期

日までに横浜市に納入するものとする。 

（４）事業者は、前項の納入期日を遅延した場合は、横浜市税外収入の督促及び延滞金の徴収に関する条例

に定めるところにより算定した金額を支払うものとする。 

 

７ 広告物の製作及び設置、維持管理、撤去 

（１）広告物の製作及び設置、維持管理、撤去等の広告の掲出に係る作業は事業者が自己の負担により調整

し実施するものとする。 

（２）広告物の製作及び設置、維持管理、撤去等の広告の掲出に係る作業にあたっては、事業者は事前に横

浜市及び横浜駅みなみ通路監視室へ通知し、その指示に従うとともに事故防止に努めなければならない。 

（３）広告物の設置、維持管理、撤去等現地で行う作業は、原則として「横浜駅みなみ通路」の閉鎖時間中

（おおむね午前１時から午前３時 30分まで）に行うものとする。ただし、事前に横浜市の承諾を得た場

合は、この限りでない。 

（４）広告物の設置及び運用に伴って、電気代、通信費等が発生する場合は事業者が負担するものとする。 



８ 作業等の委託 

  事業者は、事前に横浜市の承認を受けた場合は、７に定める作業について、当該業務を実施することが

適切な第三者に委託することができる。 

 

９ 原状回復 

  事業者は履行期間終了までに広告掲出用の機材等を撤去し、事業者の負担により原状回復するものとす

る。ただし、事前に横浜市の承認を受けた場合は、この限りでない。 

 

10 広告掲出にあたっての留意事項 

（１）事業者は広告の掲出にあたって、通路利用者の通行、災害時の避難誘導及び通路管理に支障とならな

いよう配慮しなければならない。 

（２）事業者は広告の倒壊、落下及び剥離等により、施設利用者に危険を生じさせることのないようにしな

ければならない。 

（３）横浜市は、事業者に対して、（１）及び（２）の留意事項についての助言、指導を行うことができ、

事業者はその助言及び指導に従わなければならない。この場合において、当該助言及び指導に従うこと

によって生じる経費は、事業者が負担するものとする。 

（４）物品の配布を伴う広告は原則として行わないものとし、ピールオフ広告等については、事前協議のう

え、横浜市が承認した場合に限る。 

（５）事業者は広告販売に最大限の努力をすると共に、安全及び美観の確保に努めるものとする。 

 

11 広告の破損又は紛失時の対応 

（１）事業者は広告が毀損及び汚損、紛失等したときは、速やかに復旧しなければならない。 

（２）（１）に定める復旧にかかる経費は、事業者が負担するものとする。 

 

12 広告内容についての責任及び負担 

（１）事業者は、広告の内容に関する責任及び負担を負うものとし、横浜市は責任及び負担を負わないもの

とする。ただし、横浜市の指示により変更等を行ったことに起因する場合は、この限りでない。 

（２）事業者は、広告内容等が第三者の権利を侵害するものではないこと及び広告内容等に関る財産権のす

べてにつき合理的な権利処理が完了していることについて保証するものとする。 

（３）横浜市に対して広告主又は事業者の責に帰する事由で第三者から広告活動に関連して損害を被ったと

いう請求がなされた場合は、事業者の責任及び負担において解決するものとし、横浜市は責任及び負担

を負わないものとする。 

（４）広告掲出者及び第三者等より広告物に関する苦情等が発生した場合は、事業者の責任と負担で解決す

るものとする。  

 

13 報告 

（１）事業者は、当月分の広告の掲出状況について、翌月末までに横浜市に報告しなければならない。 

（２）事業者は、６（２）に規定する広告料の算定の根拠として、履行期間中、毎年４月１日から翌年３月

31日までの間ごとに、広告主又は取扱代理店等の名称及び販売料金を明記した書面を提出するものとす

る。 

（３）横浜市は広告主、取扱代理店及び販売額等知り得た事項について第三者に漏らしてはならない。ただ

し、法令や条例等に基づく情報開示については、この限りでない。 

 

14 事業者による広告枠等の使用 

（１）事業者の運用する広告枠に空きがある場合等は、横浜市の公共的広報等を事業者の所有する広告枠等

に掲出できるものとし、詳細については横浜市及び事業者が協議するものとする。ただし、公共的広報

等の製作及び掲出に伴う費用は横浜市の負担とする。 

（２）災害発生等の緊急時には、横浜市は災害情報や避難情報等を事業者の運用する広告枠に掲出できるも

のとし、事業者はこれに協力するものとする。 

 



15 事業者の案内サイン等の掲出 

  横浜市は公共施設への案内サインや通路管理上必要な掲示物等の掲出を希望する場合は、事業者の広告

販売活動に支障の無い範囲で行えるものとする。この場合において費用は実費を横浜市が負担するものと

し、詳細については別途協議するものとする。 

 

16 一時中止 

（１）暴風、豪雨、洪水、高潮、地震、地滑り、落盤、火災その他の自然的又は人為的な事象であって、横

浜市及び事業者の責めに帰すことができないものにより、業務履行の目的物等に損害を生じ又は貸出場

所の状態が変動したため、業務が履行できないと認められるときは、横浜市は、本仕様書に基づく契約

（以下、「本契約」という）の履行の一時中止の内容を直ちに事業者に通知して、業務の履行の全部又

は一部を一時中止させることができる。 

（２）前項に定めるものを除くほか、本契約を一時的に継続しがたい合理的理由が発生したときは、横浜市

は、本契約の履行の全部又は一部を一時中止させることができる。 

（３）本条に基づき一時中止が行われた場合は、その時点で掲出されている広告物の取り扱い、一時中止を

解除する条件、掲出期間及び広告料の変更等につき、横浜市及び事業者が協議するものとする。 

 

17 一時撤去 

（１）横浜市は、次の各号に該当する場合で、既に広告が掲出されているときは、その問題が解決されるま

での間、事業者に広告の一時撤去を指示することができ、事業者はこの指示に従わなくてはならない。 

ア 事業者が法令、条例又はこの契約の内容に違反し、その是正に応じないとき 

イ 広告主又は広告内容が横浜市広告掲載要綱及び横浜市広告掲載基準に違反し、その是正に応じない

とき 

ウ 10（３）の横浜市の助言及び指導に事業者が従わないとき  

エ その他、広告掲出を継続することが社会通念上著しく不適切であると認められる相当な理由がある

と横浜市が判断したとき 

（２）（１）の一時撤去の理由となった問題が解消されたと横浜市が認めるときは、事業者は広告の掲出を

再開することができる。 

（３）（１）の広告の一時撤去及び（２）の再掲出にかかる費用は事業者が負担する。 

（４）（１）の指示があったにも関わらず、撤去に必要な相応の期間内に事業者が広告の撤去を行わないと

きは、横浜市は事業者の承諾を得ることなく当該広告を自ら一時撤去することができ、これに要する費

用は事業者が負担するものとする。 

（５）（１）又は（４）に基づき広告の一時撤去が行われた場合は、横浜市は納入済広告料を返還しない。 

（６） 前項の違約金は、損害賠償の一部としない。 

 

18 一時中止及び撤去に伴う広告主への補償等 

  事業者は、16及び17の措置が行われた場合に、広告主に対して損害の補償及び広告料の返還を行う必要

が生じたときは事業者の責任と負担において解決するものとする。 

 

19 期間の短縮等 

（１）横浜市は、施設管理上又は横浜駅みなみ通路周辺の公共事業の状況等の理由により必要があるときは、

事業者に対して、履行期間の短縮を求めることができる。 

（２）前項の場合において、横浜市は、必要があると認められるときは相応の納入済広告料を事業者に返還

しなければならない。 

（３）横浜市は履行期間の短縮により、事業者に損害を及ぼしたときは相応の費用を負担しなければならな

い。ただし、横浜市が書面により履行期間終了の６月前までに履行期間終了日を事業者に通知した場合

は、この限りでない。 

 

20 横浜市の解除権 

（１）横浜市は、事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、本契約を解除することができる。 

ア ６に定める広告料を納入期限までに納めないとき。 



イ アに掲げる場合のほか、本仕様書に違反し、その違反により本契約の目的を達することができない

と認められるとき。 

ウ 破産の申立て、更正手続き開始の申立て、租税の滞納があるなど、その経営状態が悪化し、又はその

恐れがあると客観的に認められる相当の理由があるときで、横浜市が本契約の解除が相当であると認

めるとき。 

（２）（１）の規定により本契約が解除された場合は、横浜市は、落札金額の 10分の１以内で横浜市の定め

る金額を違約金として横浜市の指定する期限内に支払う事を事業者に求めることができるものとする。

この場合において、既納の広告料は返還しない。 

（３）土地所有者である東日本旅客鉄道株式会社と横浜市との土地一時賃貸借契約が締結できない場合又は

解除された場合は、横浜市は本契約を解除することができる。この場合において、横浜市は、既納の当

該年度に係る広告料のうち相応の金額を事業者へ返還するものとする。 

 

21 事業者の解除権 

（１）事業者は、次の各号のいずれかに該当するときは、本契約を解除することができる。 

ア 16の規定による本契約の履行の中止が６月を超えたとき。 

イ 横浜市がこの協定に違反し、その違反によって本契約の履行が不可能となったとき。 

（２）事業者は、前項の規定により本契約を解除した場合において、損害があるときは、その損害の賠償を

横浜市に請求することができる。 

 

22 損害賠償 

（１）事業者は、５（１）、（２）若しくは（３）により広告の掲載が認められなかった場合や修正を行っ

た場合、10（３）による助言、指導に従った場合、17（１）による一時撤去があった場合、又は20（１）

若しくは（３）により本契約が解除された場合は、横浜市に対し損害の賠償を請求しないものとする。 

（２）横浜市は、前項に定める場合を除き本契約の履行に関して、横浜市の責に帰すべき事由により事業者

に損害を与えたときは、その損害を賠償しなければならない。 

（３）事業者は、本契約を履行するにあたり、事業者の責に帰すべき事由により横浜市に損害を与えたとき

は、直ちに横浜市に報告するとともに、その損害を賠償しなければならない。 

（４）（２）及び（３）に規定する損害賠償の額は、横浜市及び事業者が協議して定めるものとする。 

 

23 第三者の損害・紛争 

（１）本契約によって第三者に生じた損害の賠償に関しては、次の各号に定めるとおりとする。 

ア 当該損害が横浜市の責に帰すべき事由により生じたときは、横浜市が自らの責任と負担をもって解

決する。ただし、事業者がその指示が不適当であることを知りながらこれを通知しなかったときは、

この限りでない。 

イ 当該損害が事業者の責に帰すべき事由により生じたときは、直ちに横浜市に報告するとともに、事

業者が自らの責任と負担をもって解決する。 

（２）前項に定める場合のほか、本契約の履行について第三者との間で生じた紛争については、横浜市及び

事業者が協議して、その責任に応じてその処理解決にあたるものとする。 

 

24 権利義務の譲渡等の制限 

  事業者は本契約から生じる一切の権利又は義務の全部若しくは一部を第三者に譲渡、継承、担保提供し

てはならない。ただし、あらかじめ横浜市の書面による承諾を得た場合は、この限りでない。 

 

25 裁判管轄 

  本契約に定める広告取扱いに関する訴訟の提起等は、横浜市の所在地を管轄する裁判所に行うものとす

る。 

 

26 その他 

  本契約の定めに疑義が生じたとき、また本契約に定めのない事項及び社会環境の変化が本契約に影響を

及ぼす事案が発生した場合等については、その都度、横浜市及び事業者が協議の上、定めるものとする。 



 

 
地図提供：横浜市案内サイン 2023 年 

横浜駅みなみ通路 



■ 柱位置図 
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■ 平面・断面図  横浜駅みなみ通路 
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